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名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針 新旧対照表 

旧（令和 6 年 11 月） 新（令和 7 年 2 月） 

１～7 （略） 

 

8 有料老人ホーム事業の運営 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 業務継続計画の策定等 

ア 感染症や非常災害の発生時において、入居者に対する処遇

を継続的に行うための、及び非常時の体制で早期の業務再開

を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じること。計画

の策定にあたっては、「介護施設・事業所における新型コロ

ナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介

護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドラ

イン」を参照されたい。 

また、想定される災害等は地域によって異なるものである

ことから、項目については実態に応じて設定すること。な

お、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定すること

を妨げるものではない。 

  イ～ウ （略） 

 (6) （略） 

 (7)衛生管理等 

感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を

講じること。 

  ア 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下、「テレ

ビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの

１～11 （略） 

 

8 有料老人ホーム事業の運営 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 業務継続計画の策定等 

ア 感染症や非常災害の発生時において、入居者に対する処遇

を継続的に行うための、及び非常時の体制で早期の業務再開

を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じること。計画

の策定にあたっては、「介護施設・事業所における感染症発

生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所にお

ける自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照された

い。 

また、想定される災害等は地域によって異なるものである

ことから、項目については実態に応じて設定すること。な

お、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定すること

を妨げるものではない。 

  イ～ウ （略） 

 (6) （略） 

 (7)衛生管理等 

感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を

講じること。 

  ア 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下、「テレ

ビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの
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とする。）をおおむね 6月に 1回以上開催するとともに、そ

の結果について、職員に周知徹底を図ること。なお、委員会

については、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種

により構成することが望ましい。 

 

 

  イ～オ (略) 

  (8)～(11) （略） 

 

9～11 （略） 

 

12 契約内容等 

 (1)～(5) （略） 

 (6) 入居者募集等 

  ア～イ （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とする。）をおおむね 6月に 1回以上開催するとともに、そ

の結果について、職員に周知徹底を図ること。なお、委員会

については、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種

により構成することが望ましい。構成メンバーの責任及び役

割分担を明確にするとともに、感染対策担当者を決めておく

こと。 

  イ～オ (略) 

  (8)～(11) （略） 

 

9～11 （略） 

 

12 契約内容等 

 (1)～(5) （略） 

 (6) 入居者募集等 

ア～イ （略） 

ウ 入居募集に当たり、有料老人ホームが、高齢者向け住まい

への入居を希望する者に関する情報の提供等を行う事業者

（以下「情報提供等事業者」という。）と委託契約等を締結す

る場合は、次の事項に留意すること。 

(ｱ) 情報提供等事業者と委託契約等を締結する場合には、例え

ば、入居希望者の介護度や医療の必要度等の個人の状況や属

性に応じて手数料を設定するといった、社会保障費の不適切

な費消を助長するとの誤解を与えるような手数料の設定を行

わないこと。また、上記のような手数料の設定に応じないこ

と。 

また、情報提供等事業者に対して、入居者の月額利用料等

に比べて高額な手数料と引き換えに、優先的な入居希望者の

紹介を求めないこと。 
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 (7)～(9) （略） 

 

13～14 （略） 

 

別表 （略） 

 

(ｲ) 情報提供等事業者の選定に当たっては、当該情報提供等事

業者が入居希望者に提供するサービス内容やその対価たる手

数料の有無・金額についてあらかじめ把握することが望まし

いこと。 

また、公益社団法人全国有料老人ホーム協会、一般社団法人

全国介護付きホ ーム協会及び一般社団法人高齢者住宅協会の

３団体で構成する高齢者住まい事業者団体連合会が運営する

「高齢者向け住まい紹介事業者届出公表制度」に届出を行い、

行動指針を遵守している事業者を選定することが望ましいこ

と。 

 (7)～(9) （略） 

 

13～14 （略） 

 

別表 （略） 

 

 


